
 
 

令和７年度事業計画 

自 令和 ７年 ４月 １日 

至 令和 ８年 ３月３１日 

一般社団法人横浜市電設協会 

１ 事業方針 

資材高騰や不足、時間外労働時間上限規制の適用、担い手不足等の懸念事項もあり、建設業界

は厳しい状況が続くと思われますが、ＤＸ（デジタル化）やＣＮ（脱炭素社会）の構築に向けた取組等、

建設投資は比較的堅実な動きが期待できます。また、公共事業を中心に、適正な工期の設定、施工

時期の平準化などの対応が継続して進められています。 

このような情勢に合わせ、多様な人材の受け入れ、技術革新の推進や地域との連携強化などの取

り組みを進め、労働環境の改善や生産性の向上を実現し、魅力的な業界へと進化させていかなけれ

ばならないと思います。 

当協会は「契約、完成時期の平準化への対応」、「電気設備工事施工マニュアルの改訂」、「各種

講演会及び講習会」等を通じて、業界の環境整備、担い手の確保・育成及び技術・技能の継承を支

援し、建設業界の発展に寄与するため、次の方針を掲げ各種事業を推進いたします。 

(1)  経営基盤の強化 

① 担い手の確保・育成及び技術・技能の継承を支援するために各種の事業を展開するとと

もに、適正な工期の確保及び契約の前倒しや年度末完成工期の分散など、さらなる平準化

への要望等、業界の環境整備を進めます。 

② 協会の普遍的な目標である、「技術力の向上」と「安全性の向上」及び「情報通信技術

（ＩＣＴ）の推進」などの実現を目指して各種講習会や講演会を開催します。 

③ 経営合理化による本業の強化に併せ経営の多角化に関する研究など、多くの情報の提

供と連携の強化に努めます。 

(2) 調査・研究の推進 

① 脱炭素社会に向けた環境対策及び省エネルギー推進など環境問題に関する調査研究に積

極的に取り組みます。 

② ＩＣＴやＩｏｔ等、ＤＸは公共調達の案件のみならず、業界に必要とされる構造的な変

革を促すものであり、継続して調査研究と啓発に努めて参ります。 

③ 低価格入札は、適正価格を誇大価格の如く見誤らせ、発注価格への悪影響が懸念されま

す。入札・契約制度の実態を監視しながら、その対策及び意識啓発に努力します。 

(3) 公益事業の推進 

「高校生インターンシップ受入事業」、横浜市公共建築物に係る震災時の応急措置の協力に

関する協定に基づく「即時出動訓練」、「公共建築工事安全パトロール」及び「電気設備工事

施工マニュアルの改訂」などの公益目的事業は当協会に課せられた社会的使命であり、橫浜

市当局及び地域内関連団体との連携を密にし、市民に信頼される法人としての諸事業を推

進します。 



 
 

２ 事業計画 

 

(1) 電気工事に関する技術の向上のための指導及び調査研究事業（技術委員会） 

① 施工技術の高度化等に伴う技術開発及び調査研究 

② 電気設備工事施工マニュアルの改訂 

③ 技術講演会の開催 

④ 情報・通信技術の現状とその対応に関する講演会の開催 

⑤ その他，上記の事業を達成するために必要な事業 

 

(2) 電気工事業の経営の合理化に関する指導及び調査研究事業（経営委員会） 

① 経営合理化に関する指導および講演会の開催 

② 人材育成支援事業の実施 

③ 雇用管理等に関する指導および講演会の開催 

④ 高校生インターンシップ受入事業の実施 

⑤ その他，上記の事業を達成するために必要な事業 

 

(3) 電気工事の安全管理に関する指導及び調査研究事業（安全委員会） 

① 経営首脳者安全衛生セミナーの開催 

② 安全衛生推進大会の開催（技術委員会と合同） 

③ 安全衛生責任者（職長）教育の開催 

④ 酸素欠乏・硫化水素危険作業主任者技能講習及び特別教育の開催 

⑤ 足場組立解体作業主任者技能講習及び特別教育の開催 

⑥ 上級救命救急講習の開催 

⑦ 各種特別教育の開催 

⑧ その他，上記の事業を達成するために必要な事業 

 

(4) 電気工事に関する普及啓発のための情報収集及び提供事業（広報委員会） 

① 機関誌の発行 

② 会員名簿の発行 

③ ホームページ等情報提供事業 

④ その他，上記の事業を達成するために必要な事業 

 

(5) 関係行政機関が行う災害防止活動に対する協力（安全委員会・技術委員会） 

① 公共工事安全パトロールの実施 

② 震災時における即時出動体制への対応 

③ その他，上記の事業を達成するために必要な事業 

 



 
 

(6) 渉外対策事業（渉外委員会） 

① 官公庁及び民間工事における分離発注の対策ならびに推進 

② 政界・官公庁その他関係機関に対する要望陳情 

③ 入札・契約制度等に関する調査研究 

④ その他，上記の事業を達成するために必要な事業 

 

(7) 会員相互の情報交換及び親睦を図るための会員交流事業（運営委員会） 

① 通常総会の運営 

② 定例会等の開催 

ア 納涼例会 

イ 忘年例会 

ウ 講演例会 

エ 会員交流会 

③ 賀詞交換会の開催（渉外委員会と合同） 

④ その他，上記の事業を達成するために必要な事業 

 

(8) その他目的を達成するために必要な事業 

① 関係行政機関との連絡会の開催 

② 関連団体との連絡会の開催 

③ その他，上記の事業を達成するために必要な事業 

 

 



自 令和　７年　４月  １日

至 令和　８年　３月３１日

Ⅰ　収入の部

（単位　：　円）

大　科　目 中　科　目 本年度予算額

1　入会金収入 入会金収入 200,000

2　会費収入 32,016,000

(1)正会員会費収入

(2)賛助会員会費収入

3　事業収入 1,258,000

(1)安全講習会・講演会収入

(2)施工マニュアル販売収入

4　特別会費収入 3,450,000

(１)決算総会収入

(２)納涼例会収入

(３)忘年例会収入

(４)賀詞交換会他収入

5　繰入収入 0

(1)事務所建設積立金繰入収入

(2)出版事業準備金繰入収入

6　雑収入 131,000

(1)受取利息

(2)雑収入

37,055,000

2,108,000

39,163,000

令和７年度収支予算

収　　　入　　　合　　　計 　（Ｂ）

科　　　　　　　　目

当　期　収　入　合　計　　 （Ａ）

前　期　繰　越　収　支　差　額



Ⅱ 支出の部

（単位　：　円）

大　科　目 中　科　目

事　業　費　合　計 24,286,000

1 技術向上に関する 2,335,500

　指導及び調査研究事業費 (1) 技術開発及び調査研究費

　（技術委員会） (2) 情報通信技術講演会費

(3) あと施工アンカー講習費

(4) 施工マニュアル改訂費

(5) 技術講演会費

（定款第４条第１号に基づく事業）

（事業計画（１）の事業費）

2 経営合理化に関する 2,433,400

　指導及び調査研究事業費 (1) 人材育成支援事業費

　（経営委員会） (2) 雇用管理等事業費

(3) インターンシップ事業費

(4) 経営講演会費

（定款第４条第２号、４号に基づく事業）

（事業計画（２）の事業費）

3 安全管理に関する 3,509,700

　指導及び調査研究事業費 (1) 安全衛生推進大会費

　（安全委員会） (2) 安全衛生関係講習費

(3) 経営首脳者安全衛生セミナー

(4) 安全衛生責任者教育費

(5) 特別教育費

(6) その他の教育費

（定款第４条第１号、第４号に基づく事業）

（事業計画（３）の事業費）

4 情報収集及び提供事業費 2,675,300

　（広報委員会） (1) 機関誌発行費

(2) 会員名簿作成費

（定款第４条第５号に基づく事業） (3) ホームページ等情報提供費

（事業計画（４）の事業費）

5 災害防止活動協力事業費 1,453,500

　（安全委員会・技術委員会） (1) 即時出動訓練費

(2) 工事安全パトロール費

（定款第４条第６号に基づく事業）

（事業計画（５）の事業費）

6 渉外対策事業費 1,492,300

　（渉外委員会） (1) 分離発注対策推進費

(2) 関係機関要望陳情費

(3) 入札制度調査研究費

（定款第４条第７号に基づく事業）

（事業計画（６）の事業費）

科　　　　　目

本年度予算額



大　科　目 中　科　目

7 会員交流事業費 7,784,000

　（運営委員会） (1) 決算総会懇親会費

(2) 納涼例会費

(3) 忘年例会費

(4) 会員交流会費

(5) 賀詞交換会費

（定款第４条第７号に基づく事業） (6) 講演例会費（３月）

（事業計画（７）の事業費）

8 その他の目的達成に必要な事業 2,602,300

(1) 関係行政機関連絡会費

(2) 関連団体連絡会費

（定款第４条第７号に基づく事業） (3) その他の事業費

（事業計画（８）の事業費）

管　理　費　 14,046,000

(1)  給料手当

(2)  福利厚生費

(3)  会議費

(4)  旅費交通費

(5)  通信運搬費

(6)  什器備品費

(7)  消耗品費

(8)  光熱水料費

(9)  賃借料

(10) 清掃委託費

(11) 慶弔費

(12) リース料

(13) 諸謝費

(14) 租税公課

(15) 雑費

敷金・保証金支出 0

敷金・保証金支出

特定預金支出 781,000

退職給与引当金支出

事務所建設積立金支出

出版事業準備金支出

予備費支出 50,000

予備費

39,163,000

△ 2,108,000

0次期繰越収支差額 （Ｂ）－（Ｃ）

当　期　支　出　合　計　　 （Ｃ）

当期収支差額　　　 （Ａ）－（Ｃ）

科　　　　　目 本年度
予算額


